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１．統一的な基準による地方公会計財務書類について 
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 地方公共団体の会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執行を図るという観点から、確

定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による現金主義会計が採用されています。 

 単式簿記による現金主義会計は、現金の収支という客観的な情報に基づくため、公金の適正な

出納管理に適しています。しかし、単式簿記による現金主義会計では把握できない情報（ストッ

ク情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償却費等））について、住民のみなさんへの

説明責任をより適切に図る観点から、複式簿記による発生主義会計による財務書類を作成してい

ます。（地方公会計の整備） 

 

 地方公会計の整備については、これまでも全国の自治体で進められてきましたが、複数の作成

基準が存在し、各団体間の比較ができない状況でした。 

 このことから、平成 27 年１月に総務省から「統一的な基準」が示され、全国一律の基準に基づ

く財務書類の作成が要請されたところであり、これを受けて、当町においても平成 28 年度決算分

から「統一的な基準」による財務書類を作成しています。 

 

 

〇対象となる会計の範囲 

区 分 対象となる会計 

連
結
会
計 

全
体
会
計 

一
般
会
計
等 

 

一般会計 

事業会計 

国民健康保険事業勘定特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

企業会計 
国民健康保険病院事業会計 

水道事業会計 

一部事務組合 

市町村総合事務組合 

後期高齢者医療広域連合 

盛岡地区広域消防組合 

盛岡北部行政事務組合 

盛岡広域環境組合 

第三セクター等 

一般社団法人 葛巻町畜産開発公社 

株式会社 岩手くずまきワイン 

株式会社 グリーンテージくずまき 
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２．一般会計財務書類の概要 
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建物及び工作物・車両等 

固定資産（詳細は次頁を参照） 

 土地         15 億 332 万円 

 立木竹         1億 2,519 万円 

 建物         86 億 8,234 万円 

 工作物         8億 4,086 万円 

 物品          2億 7,211 万円 

 その他         78 億 3,875 万円 

施設等整備に係る債務等 

 地方債等       112 億 2,266 万円 

 その他           , － 万円 

職員に係る福利厚生等の債務等 

 退職手当引当金     7億 7,526 万円 

 賞与等引当金        5,563 万円 

 預り金           3,594 万円 

投資その他の資産 

 出資金・貸付金等   60 億 5,731 万円 
負債合計        120 億 8,949 万円 

債務返済の財源等 

流動資産 

 現金預金        7億 8,332 万円 

 未収金           ,575 万円 

財政調整基金      9 億 1,516 万円 

純資産残高 

資産合計―負債合計＝純資産合計 

149 億 3,462 万円 

資産合計        270 億 2,411 万円 純資産合計       149 億 3,462 万円 

 

(1) 財務書類の作成方法 

   作成基準 総務省統一基準 

   対象年度 令和６年度（基準日：令和７年 3 月 31 日） 

        出納整理期間（令和７年 4 月 1日から令和７年 5月 31日まで）を含む。 

(2) 貸借対照表（ＢＳ） 

貸借対照表は、会計年度末時点で住民サービスを提供するために所有する資産（土地、建

物、基金など）がどれだけあり、その資産を形成するために今までどのような財源（負債、

純資産）で賄ってきたのかを表す財務書類です。 

【資 産】 

将来の世代に引き継ぐ社会資本、債務返済の財源等を表します。 

  【負 債】 

将来の世代の負担となる債務を表します。 

  【純資産】 

これまでの世代の負担であり、マイナス残高の場合は将来負担を表します。 
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資産の科目名・金額 減価償却率 

建物（庁舎、学校等） 

建物（取得価額）（Ａ）    201億  807 万円 

建物減価償却累計額（Ｂ）   114 億 2,573 万円 

差額（Ａ）－（Ｂ）       86億 8,234 万円 

56.8％ 

工作物（プール、駐車場等） 

工作物（取得価額）（Ａ）     13億 2,674 万円 

工作物減価償却累計額（Ｂ）   4億 8,588 万円 

差額（Ａ）－（Ｂ）       8億 4,086 万円 

36.6％ 

物品（車両等） 

物品（取得価額）（Ａ）     13億 6,492 万円 

物品減価償却累計額（Ｂ）    10億 9,281 万円 

差額（Ａ）－（Ｂ）       2億 7,211 万円 

80.1％ 

インフラ建物（公園建物等） 

建物（取得価額）（Ａ）        7,474 万円 

建物減価償却累計額（Ｂ）        7,154 万円 

差額（Ａ）－（Ｂ）             ,320万円 

95.7％ 

インフラ工作物（道路、橋梁等） 

工作物（取得価額）（Ａ）   219億 5,186 万円 

工作物減価償却累計額（Ｂ）  169 億 8,547 万円 

差額（Ａ）－（Ｂ）      49億 6,639 万円 

77.4％ 

 

施設設備と減価償却について 

消防施設や車両等は、年数を経ることにより老朽化し、資産の価値としても減額されます。 

財務書類では、この経年劣化を減価償却費として表します。 

消防施設や車両等には、それぞれに法令で定められた耐用年数（使用に耐える年数）があり、

取得価額を耐用年数で等分して減価償却することから、減価償却累計額の比率が多くなると施設

設備が老朽化していることを表します。 
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日常的にかかるコスト 

人件費 

給与や退職引当、共済掛金等 

10億1,726万円 

物件費等 

消耗品、維持補修費、減価償却費等 

23億 4,137 万円 

移転費用 

活動補助金、退職手当負担金、税金等 

23億 2,044万円 

その他の業務費用 

支払利息、火災保険料等 

             6,698万円 

日常的に受ける収益 

使用料及び手数料      

施設使用料等 

5,618 万円 

その他経常収益       

 雑収入ほか 

1 億 3,465 万円 

臨時に受ける収益 

資産売却益、引当金の取崩しなど 

                             1,034 万円 

収益計            2 億  117 万円 

臨時にかかるコスト 

資産除売却損 

廃棄資産の取壊し費用等 

1,261 万円 

その他             7,726 万円 

純行政コスト 

費用―収益＝純行政コスト 

56億 3,475 万円 

費用計           58 億 3,592 万円 純行政コスト        56 億 3,475 万円 

 

(3) 行政コスト計算書（ＰＬ） 

行政コスト計算書は、当該年度に行った行政活動にどのような費用がかかったのかを表す

財務書類です。 

【費 用】 

日常的（毎会計年度経常的に発生する費用）、臨時（除却した資産の帳簿価格等）にかかる

費用を表します。 

【収 益】 

日常的（毎会計年度経常的に発生する収益）、臨時（資産売却時の収益等）に受ける収益を

表します。 

【純行政コスト】 

行政活動にかかる費用の純額です。 

この費用は、構成市町からの負担金や行政他団体からの負担金で賄われています。 
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前年度末純資産残高（Ａ）               147億 9,232 万円 

純行政コストの財源計算 

純行政コスト                     △56億 3,475 万円 

財源（税収等、国県等補助金）              57億 7,611万円 

 

純資産の評価増減、寄付等 

純資産評価差額                                              0  94 万円 

本年度純資産変動額（Ｂ）                 1億 4,230 万円 

本年度末純資産残高（Ａ）＋（Ｂ）           149億 3,462万円 

 

(4) 純資産変動計算書（ＮＷ） 

純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産が１年間でどのように変動したのかを表す財

務書類です。 
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業務活動収支 

業務支出                   47億 3,686万円 

業務収入                   58億 8,591 万円 

臨時支出                       1,261 万円 

臨時収入                            ,0 万円 

業務活動収支（Ａ）               11 億 3,644 万円 

投資活動収支 

投資活動支出                 14億 2,621 万円 

投資活動収入                 10億 5,024 万円 

投資活動収支（Ｂ）               △3億 7,597 万円 

財務活動収支 

 財務活動支出                  8 億 7,098 万円 

 財務活動収入                  5 億 9,897 万円 

財務活動収支（Ｃ）              △2 億 7,201万円 

本年度資金収支額（A）＋（B）＋（C）      4 億 8,846 万円 

前年度末資金残高（Ｄ）             2 億 5,892 万円 

本年度末資金残高（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ） 7 億 4,738 万円 

貸借対照表の現金預金は、歳計外現金 3,594 万円を含めた 7 億 8,332 万円 

が残高となります。 

(5) 資金収支計算書（ＣＦ） 

資金収支計算書は、１年間の現金預金の収入と支出を表す財務書類です。 

【業務活動収支】 

   業務活動（人件費や物件費、災害復旧事業費等の支出、使用料や手数料、補助金等の収入）

による資金の収支を表します。 

  【投資活動収支】 

   投資活動（資産の取得や基金の積立等の支出、資産の売却や基金の取崩等の収入）による

資金の収支を表します。 

  【財務活動収支】  

   財務活動（地方債の償還等の支出、地方債発行等の収入）による資金の収支を表します。 
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３．一般会計財務書類 
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４．全体会計財務書類 
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５．連結会計財務書類 
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